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プラスチックのライフサイクル全体
を対象とし、人体・環境の保護に
つながる包括的条約の実現は極めて
重要だ

条約（詳細な付属文書も含む）に
関して交渉担当者がエビデンス・
ベースの意思決定を行えるよう、頑
健な科学・政策インターフェイス

［SPI］を構築し、実施支援のため
にその常設化を図るべきだ。またグ
ローバルサウス・小島嶼開発途上国

［SIDS］を含む全ての国の代表団（条
約批准後は署名国代表）と、技術的
専門知識を共有する必要がある

多様なステークホルダーの交渉プロ
セスへの実質的関与を促すべきだ。
交渉においてより大きな発言権を必
要とするグローバルサウスやコミュ
ニティ、若者世代、民間セクター、
科学研究者はその一例だ

条約は SIDS 特有の課題を重視すべ
きだ。プラスチック汚染によって存
続の危機に直面するこれらの国々
は、野心的目標を盛り込んだ条約を
実現するため様々な支援を必要とし
ている

Global Plastics Summitの主要な論点 

人体への影響に関して予防原則を
適用すると共に、科学の進歩に応
じた強化を可能にするため規定の
柔軟性を確保すべきだ

プラスチック循環経済への移行に
向けてリユース制度の構築は極
めて重要な意味を持つ。条約には
リユースを重視する姿勢、および
リユースに関する詳細を盛り込み、
定義・基準を明確にすべきだ

公正かつ公平なプラスチック循環
経済を実現するためには、効果的
な資金調達メカニズムを構築する
必要がある

第３回政府間交渉委員会［INC-3］
では、条約の主要な定義・原則・
適用範囲に関する合意を交渉担
当者間で確立することが望まし
い。2024 年末までの条約実現に
は、正式交渉の間の期間［中間期＝
intersessional period］を通じた、
意欲的な作業プログラムの推進が
欠かせない。INC-3 では作業実施
をプロセスとして制度化すべきだ

Global Plastics Summit: Outcomes and key recommendations
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包括的条約の実現
プラスチック汚染は、国際社会にとって最も緊急性の高い環境問題の一つだ。海洋
環境には年間 1400 万トンもの廃プラスチックが流出し、生態系・人体に影響を及
ぼしている。早急な対策が必要なのはそのためだ。

Economist Impact は日本財団とミンダルー財団［Minderoo Foundation］ に
よる支援の下、『Back to Blue』イニシアティブとの連携を通じ、Global Plastics 
Summit をバンコクで 2023 年 10 月に開催した。開催日は、国際プラスチック
条約の実現に向けた第３回政府間交渉委員会［INC-3］の１ヶ月前、そして同条約の
“ゼロドラフト”［素案］発表の数週間後だ。

本会議の主な目的は、政府・科学研究コミュニティ・NGO・民間セクターなどの
ステークホルダー間でゼロドラフトについて議論し、さらなる明確化・検証が必要
な領域を特定することだ。プログラムでは、第１回・第２回政府交渉委員会［INC-1・

参加者へのアンケート1：現行の条約案は、ライフサイクル全体を対象とするバラ
ンスの取れた内容になっていますか？

複数回答可：有効投票数158／参加者数158名

60%

40%

20%

 はい      いいえ     わからない

18%

47%

35%

資料：Global Plastics Summit会場でのアンケート
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INC–2］で浮き彫りとなった主要な課題についても意見交換が行われている。INC–2
と INC–3 の間に開催された本会議では、公式の中間期会合よりも多様なステークホ
ルダーの対話を実現することができた。

本会議のディスカッションでは、INC–2 で効果的な条約実現の鍵として特定され
たゼロドラフトのいくつかの分野に重点が置かれた。科学研究の役割やプラスチッ
クがもたらす影響、小島嶼開発途上国［SIDS］特有の課題、リユース制度の役割、
交渉の包摂性確保に向けた方策などはその一例だ。

本書で示される論点は、56 カ国 381 名の参加者によるディスカッションの内容
を反映するものだ。各参加者の見方が全て網羅されているわけではないが、会場では
活発な意見交換が行われ、重要なテーマやコンセンサスを形成可能な領域が明らか
となった。

参加者の合意が形成された点の一つは、プラスチックのライフサイクル全体を
対象とした条約の必要性だ。また人体・環境の保護に向けた生産量削減、そしてリ
ユース・製品の再設計・リサイクル推進を目的としたインセンティブ拡大も重要テー
マとなる。その実現には、拡大生産者責任［EPR］を含む循環経済への移行支援が
不可欠だろう。

明確なコンセンサスが見られたもう一つの点は、グローバルサウス・SIDS の効果
的な交渉参加を可能にする科学・技術面の支援だ。モントレーベイ水族館の最高保全・
科学研究責任者で国際科学評議会のプラスチック汚染ワーキング・グループ委員長も
務める Margaret Spring 氏は、交渉担当者に科学研究コミュニティの支援を求める
よう呼びかけ、「どのような支援が必要なのか我 （々あるいは INC 事務局）に伝えれば、
支援を厭わない」と発言。交渉期間中は非公式な形で支援を求めることも可能だが、
署名後の実施フェーズでは明確に制度化された科学・政策インターフェース［SPI］
が必要だ。

国連環境計画［UNEP］は、2024 年末までの条約実現という野心的目標を掲げて
いる。プロセスが中間点に差しかかった現在、本会議の参加者は交渉の行方につい
て慎重ながらも楽観的見方を示している。チリ外務省環境・気候変動・海洋総局の
気候変動・プラスチック条約交渉調整官 Gozalo Guaiquil 氏によると、ゼロドラフ
トには多様な選択肢が含まれており、交渉開始のベースとして十分な内容だという。
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ただし科学者・NGO 代表者など一部の参加者は、明確な定義や詳細な規定が記載
されていない（特に付属文書）現行案が条約の実効性低下につながるとして懸念を
示している。例えば国際 NGO Environmental Investigation Agency の海洋キャン
ペーン・リーダー Christina Dixon 氏は、将来的に設立される統括機関に決定事項
と見なされる可能性が高い規定・目標については、2024 年末までに合意を形成
する必要があるため、INC- ３では優先事項の一つとなると指摘。交渉にあたっては

「まず実現を目指し、その後内容を強化する」というアプローチが有効だという。

また条約施行に必要な財源確保も喫緊の課題だ。官民両セクターによる大規模
投資や、生産量削減・リユースの推進に向けたグローバルサウスへの資金支援メカ
ニズムは、循環経済への公平・公正な移行を実現するために欠かせないだろう。

条約の締結に向けては、依然として様々な課題を解消する必要がある。主要規定
の定義・原則・適用範囲に関する合意の形成は特に重要だ。2024 年までの署名と
いう目標を達成するためには、正式交渉の間の期間［intersessional period ＝中間期］
に意欲的な作業プログラムを進める必要がある。



4 5Global Plastics Summit：概要と主要な論点

科学・技術的支援の重要性

本会議の参加者の多くは、効果的意思決定の支援に向けて全交渉担当者（特に
SIDS・グローバルサウス代表者）を対象とした科学・技術的アドバイスの共有が不
可欠だと考えている。

『Scientists' Coalition for an Effective Plastics Treaty』［効果的プラスチック
条約の実現に向けた科学者連合］や国際科学評議会といった非公式イニシアティブ
の強化は、対策の一つとして有効だろう。INC 事務局は、政府間交渉や中間期を通
じた作業の一環としてその実現に向けたロードマップを作成すべきだ。科学・技術
的知見を最大限取り入れることで、条約の実効性も強化される可能性が高い。

また条約の実現には、自然・人文科学研究コミュニティの知見が重要な役割を
果たす。各国の環境に最適な政策措置を特定するためには、経済学をはじめとする
社会科学の知見を交渉・政策担当者へ提供することも欠かせない。交渉期間の短さ
を考えれば、優先領域に関して交渉担当者がアドバイスや諮問を随時求めることが
できる代表団主導のアプローチが最も効率的かつ効果的だ。INC 事務局はこの点に
ついてもロードマップを作成する必要がある。

交渉担当者には、科学・技術コミュニティの独立した見地から、付属文書の詳細
な規定に関するアドバイスを仰ぐことが求められる。ポリマー、高懸念化学物質、
“汚染度の高い “プラスチック製品、安全な代替・代用製品を対象として、環境・
人体への影響に関する基準・定義を記載した付録 A − C については特に重要性が高い。
INC–3 は、中間期作業部会がこうした項目に関する科学的知見を条約案に反映させ
る仕組みを制度化すべきだ。

https://ikhapp.org/scientist-about-us/
https://council.science/
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SPI の常設化も条約施行に欠かせない。INC-3 は科学諮問組織の準備に向けた技
術的ワーキング・グループの設立を進める必要がある。同グループには、特定問題
に関する会合を随時実施し、締約国会議［COP］あるいは統括機関に提案を行う
権限を付与することが望ましい。既存あるいは今後発表予定の専門的報告書や他の
科学政策機関への諮問に基づく条約施行の権限については、他の SPI で利用されて
いるモデルが参考になるだろう。

主要国の多くは豊富な財源を持つ科学諮問機関、あるいは政府の意思決定担当者
に諮問を行う首席研究者のポストを設けている。しかし、小国や SIDS を含むグロー
バルサウスの多くにはこうした仕組みがなく、条約施行に不可欠な科学・技術面の
知見を国際的な SPI に求める必要がある。施行プロセスの設計においては、言語を
はじめとするアクセス阻害要因を考慮に入れるべきだ。

また SPI には、国連環境計画の Science-Policy Panel to Contribute Further 
to the Sound Management of Chemicals and Waste and to Prevent Pollution

［健全な化学物質・廃棄物管理と汚染防止に貢献する科学政策パネル］など、外部
諮問機関と連携を図る権限を与えるべきだ。

https://www.unep.org/oewg1.2-ssp-chemicals-waste-pollution
https://www.unep.org/oewg1.2-ssp-chemicals-waste-pollution
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多様なステークホルダーの交渉参加と支援
正式交渉プロセスにおける多様なステークホルダーの参加促進は、INC-3 の成果を
評価する重要な基準となる。グローバルサウスやコミュニティ、若者世代、民間セ
クター、科学研究者は、より多くの発言機会が必要だ。

国連環境計画のアジア太平洋地域統括ディレクター Dechen Tsering 氏は本会議
でこの問題に言及し、グローバルサウスからの INC 会合参加を促すための資金支援
を呼びかけた。同氏によると、国によって環境は大きく異なるため、可能な限り
多様なグループの交渉参加が望ましい。一部の国だけが交渉を行えば、計画が頓挫
する、あるいは目標達成が不可能になる恐れもあると懸念を示している。

一方、米国国務省 環境質部門のプラスチック汚染担当シニア・アドバイザー 
Jonathan Gillibrand 氏は、INC-3 の期間中に自国の見解を正式表明するようグロー
バルサウス諸国に求めている。正式交渉を通じて多様な意見を聞くことで、米国
などの国々は SIDS・グローバルサウスの視点をより明確に理解できるという。

地域機関に実施可能な交渉担当者の支援策:

パートナーシップの仲介

ベストプラクティスの共有推進

テクノロジーへのアクセス提供

域内における監視活動・基準の一元化

資金支援の実施

法規制に関するガイダンス

域内ステークホルダー間の
会合開催
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グローバルサウスによる条約交渉の支援役としては、既存地域機関の存在も
重要だ。交渉期間が極めて短いため、国連環境計画の地域海計画［Regional Seas 
Programme］や地域開発銀行といった既存組織・制度の活用が欠かせない。条約が
掲げる世界単位の目標と国・地域的コミットメントの融合に向けて、効果的な役割
を果たすだろう。

また各国の環境に応じた条約の施行には、国家行動計画［NAP］の策定・実施が
重要となる。世界経済フォーラム［WEF］の Global Plastic Action  Partnership 
共同副ディレクター Christian Kaufholz 氏は、「国家行動計画は条約の施行に欠か
せない。その存在なしに目標を達成するのは難しいだろう」という見方を示している。
同フォーラムの National Plastic Action Partnership は、義務的・自主的要件の枠
組みの中で情報に基づく施策を可能にするため、政策担当者へエビデンス・ベース
の知見を提供している。

https://www.unep.org/explore-topics/oceans-seas/what-we-do/regional-seas-programme
https://www.globalplasticaction.org/home
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SIDSが直面する課題への対応

本会議では SIDS に関するテーマを重点的に取り上げた。頑健かつ野心的な条約の
実現を強く支持する一方、同諸国の参加者の多くは特有の課題について言及して
いる。特に懸念材料となるのは、特殊な経済環境での条約の有効性だ。

SIDS には、経済規模をはるかに上回る廃プラスチックの管理が求められる。国内
消費分だけでなく、他国から海洋プラスチックごみが大量に流入するからだ。経済
規模の制約は特に大きな課題で、（一部参加者が指摘するように）条約の実効性にも
影響を及ぼしかねない。

リユースの仕組みは SIDS のような小国に適しており、同諸国の参加者も高い
関心を示している。しかし物資の多くを輸入に頼る SIDS で制度を効果的に運用する
には、世界規模の基準策定が必要だろう。

SIDS の多くでは、観光・ホスピタリティ産業が GDP の大部分を占めている。同
セクターは大量の廃棄物が発生する一方、海外観光客への訴求力向上のためには健
全な環境・生態系の保護が欠かせない。こうしたジレンマを解消するためには、同
セクターの民間企業と連携し、リユースの実証実験・普及を進める必要があるだろ
う。参加者が指摘するように、一部の国ではこうした取り組みが既に進められている。
事例やベストプラクティスを共有する仕組みが構築されれば、制度の推進・拡大を
後押しできるはずだ。

“  太平洋諸国の連帯は、プラスチック汚染克服の重要
な鍵を握っている。太平洋島嶼国は一枚岩となって
声を上げる必要がある  ”

パラオ　副大統領　J. Uduch Sengebau Senior
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条約への追加が提案される EPR については、SIDS における実効性に懐疑的な見
方が示された。しかし、生産・消費量削減や不法投棄防止策、廃棄物管理体制強化
に向けた財源確保の手段として、同制度には高い関心が集まっている。条約により
世界規模の EPR 実施が実現すれば、遂行面で小国が抱える課題の解消につながると
いう見方に、多くの参加者は同意を示した。

しかし SIDS の交渉担当者は、EPR の技術的側面に必ずしも精通していない。同
諸国の参加者は、EPR などの規定に関する円滑な交渉に向け、さらなる技術的支援
の必要性を訴えている。また SIDS の多くは、EPR の段階的実施がもたらすメリット、
義務的・自主的取り組みの長所と短所、予期せぬ影響や不適正なインセンティブを
防止するための制度設計などについて十分理解できていないようだ。

一貫性が高く標準化された地域単位のリユース・EPR 制度は、SIDS にとって
重要な意味を持つ。重複領域が発生する、あるいは民間セクターに支持を得られ
ないソリューション・制度は避けるべきだろう。

多くの参加者は、政策ソリューション（リユース・EPR など）が SIDS に及ぼ
す影響について事例を共有すれば、同諸国の意思決定支援につながるという見方を
示している。

一方、パラオ副大統領の J. Uduch Sengebau Senior 氏は、条約の交渉・実施
へ積極的に関与するためには技術・資金面の支援が不可欠だと指摘。SIDS を対象と
した科学・技術面の支援・アドバイスに特化した専門家パネル設立を呼びかけた。

“  世界はプラスチック生産・消費量の削減と廃棄
物の適正管理に十分取り組めていない。その代
償を払っているのが島嶼国だ  ”

国連事務総長海洋特使　Peter Thomson
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人体への影響に関する予防原則の適用

国連事務総長海洋特使の Peter Thomson 氏は、「プラスチックの人体への有害性を
示すエビデンスは着実に蓄積されつつある」と指摘し、交渉へ予防原則を適用すべき
だという考え方を示している。The Minderoo-Monaco Commission on Plastics 
and Human Health［ミンダルーモナコ委員会］は、プラスチックに含まれる化学
物質が及ぼす深刻な影響に警鐘を鳴らす組織の一例だ。ミンダルー財団が作成した
人体への影響に関するデータマップ『Plastic Health Map』は、関連情報をまとめ
たダッシュボードとして交渉担当者の有効なツールとなるはずだ。

参加者は、人体への影響を重視し、化学物質・マイクロプラスチック・ナノプラ
スチック規制を義務づける規定を条約に盛り込むべきだという考えに概ね賛同して
いる。

将来的なエビデンス蓄積に伴い化学物質規制を強化できるよう、条約には一定
の柔軟性を持たせる必要がある。人体にもたらす影響の解明には年単位、あるいは
数十年単位の時間がかかり、漸次的な規定の修正・強化が欠かせないからだ。また
こうした規定については、定期的なレビューを行い、付属文書の内容を更新すべき
だろう。

国際プラスチック条約の重要な目的となるのは、化学物質情報に関する透明性の
向上だ。国際基準に基づき、化学物質・モノマー・ポリマーに関する公共データベー
スを構築すれば、効果的ツールとなる可能性が高い。化学物質の安全な製造・使用
を目的とする世界的政策フレームワーク『サイカム』［SAICM］や、欧州連合［EU］
の REACH 規則などは、モデルケースとして有効だ。

主要な論点の二つ目で触れた “頑健な科学・政策インターフェース［SPI］” は、
ホライズン・スキャニング * を実施し、科学研究に関する最新情報を政策担当者へ
提供する手段として重要だ。プラスチック条約では、人体への影響を検証する明確
な権限を SPI に付与する必要がある。専任ワーキング・グループの設置や、既存の
研究機関・公衆衛生機関による研究成果の比較照合などは効果的な手段だろう。

* ホライズン・スキャニング＝将来、社会に大きな影響をもたらす可能性のある変化の兆候をいち早く捉え
るために、利用可能な情報を体系的・継続的に収集・分析し、潜在的なリスクや可能性を把握する活動

https://annalsofglobalhealth.org/collections/the-minderoo-monaco-commission-on-plastics-and-human-health
https://annalsofglobalhealth.org/collections/the-minderoo-monaco-commission-on-plastics-and-human-health
https://www.minderoo.org/plastic-health-map
https://www.saicm.org/
https://environment.ec.europa.eu/topics/chemicals/reach-regulation_en
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INC-3 は、化学物質・ポリマー・モノマー、そしてバージン・再生プラスチック
の成分に関する定義・分類・規範・基準・目標の特定を中間期のタスクとして定め
るべきだ（例：条約案の付属文書 A-C）。

９月に国連が発表したゼロドラフトが最初のステップとして有効である、そして
保健科学者と交渉担当者の認識ギャップを埋めるため更なる取り組みが必要である
という点で、参加者の見方は概ね一致している。また前述のように、交渉担当者と
の情報共有の重要性についてもコンセンサスが形成された。人体への影響といった
技術的領域では特に必要性が高い。例えば条約では、“安全” な物質、“問題のある”
物質、“有害である可能性の高い” 物質の明確な分類・定義が求められる。

化学物質・マイクロプラスチック・ナノプラスチックの人体への影響を検知する
ためには、市場化に先立つ独立検査やその後の生物学的モニタリングが必要だ。長期
的にこうした体制を実現するためには、予防原則の導入が欠かせないだろう。



12 13Global Plastics Summit：概要と主要な論点

リユースに関する情報の重点的な記載と
定義・基準の明確化

国際プラスチック条約は、循環経済移行の鍵となるリユース制度の情報を重点的か
つ詳細に記載する必要がある。参加者の多くは、リユースが再設計・代替品の開発
とは異なる取り組みと考えており、条約でも独立したカテゴリーとして取り扱う
べきだ。Indonesia Plastic Bag Diet Movement のディレクター Tiza Mafira 氏
は、「リユースは製品設計とは異なり、バリューチェーンの再設計だ」と指摘して
いる。制度の普及・拡大を進めるためには、新たなビジネスモデルや資金調達モデル、
エコシステムの構築が不可欠だろう。

また条約では、リユースの明確な定義・基準を定めるべきだ。Unilever の
Vivekanand Sistla 氏によると、定義・基準にはセクター別の規定や製品の再利
用回数に関する最低限の基準、廃棄処分の要件などを盛り込むことが求められる。
制度の大規模実施に必要なインフラの種類・範囲などの明確化も欠かせないという。
Environmental Investigation Agency の Christina Dixon 氏もこの指摘に同意し、
中間期を通じた作業プログラムの優先課題にすべきという見方を示している。

リユースを効果的に推進するためには、自治体による廃棄物管理体制と連携し、
大規模な取り組みを進めなければならない。Ocean Coservancy の国際プラスチッ
ク担当ディレクター Edith Cecchini 氏によると、大規模展開に最適な政策オプショ
ンに関する情報は、交渉担当者にとって優先度が高いという。

制度の規模に見合った財源確保も重要な課題だ。中間期の作業では、EPR とリユー
スの相関性を検証し、後者の普及拡大に向けた推進力としての前者の活用法を検討
する必要がある。インフラ整備に向けた大規模投資を実現するためには、ブレンド・
ファイナンスをはじめとする革新的金融モデルの活用が不可欠だろう。
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会場の参加者は、定型的かつ柔軟性を欠いたアプローチを用いれば失敗の可能性
が高いという見方に概ね同意している。加盟国・地元コミュニティが環境に応じて
制度を変えられる仕組みが望ましい。官民両セクターによるイノベーションの推進
策も打ち出すべきだ。また中間期の作業プログラムでは、具体的事例を示すケース
スタディの作成・共有に取り組む必要がある。

大規模制度の確立は、インフォーマルセクターのウェイスト・ピッカーに（廃棄
物収集・洗浄などの形で）雇用機会をもたらすなど、公正な移行の実現に寄与する
可能性が高い。効果的な取り組みの鍵となるのは、現場のニーズ・希望に沿ったボ
トムアップのアプローチだ。成功事例が生まれれば、リユース制度の普及自体も後
押しするだろう。また公正な移行に関する条約規定では、格差解消の手段としての
リユース経済の潜在力を謳うべきだ。
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循環経済への公平・公正な移行を重視した
資金調達メカニズムの設計

本会議では、公正性と包摂性を（条項の一つにとどまらず）条約全体を通じた根本
原則として掲げるべきだと考える参加者が圧倒的多数を占めた。

現行のゼロドラフトには、ウェイスト・ピッカーへの言及が見られない。Alliance 
of Indian Waste-pickers のインド統括コーディネーター、そして International 
Alliance of Waste-pickers のアジア太平洋地域統括コーディネーターを務める 
Kabir Arora 氏はこの現状に懸念を示し、ウェイスト・ピッカーを対象とした生活
費確保と社会的保護の権利を公に認めるよう交渉担当者に求めた。

自然保護基金［WWF］のアジア統括プラスチック・スマートシティ・リード 
Yumi Nishikawa 氏は、EPR の徴収金の一部をインフラ整備、能力開発・研修、
そしてウェイスト・ピッカーや汚染に直面するコミュニティの生活向上に充てる
仕組みを制度化すべきだという見方を示している。

グローバルサウスによる効果的な条約実施を目的とする資金調達メカニズムは、
効果だけでなく、公平性も担保する必要がある。国連アジア太平洋経済社会委員会

［ESCAP］環境・開発部門ディレクターの Sangmin Nam 氏は、現行条約案の資金
調達に関する記述が概論にとどまっていると指摘し、懸念を示した。国連環境総会

［UNEA］の決議 5/14 は、資金調達メカニズムの必要性について独立した項目で
言及している。

“  公正な移行を実現するためには、プラスチックが　
もたらす課題・恩恵を平等に分配する必要がある  ”

Green Africa Youth Organisation
カントリー・マネジャー
Betty Osei Bonsu
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新興国への効果的な資金提供の鍵を握るのはアクセス性の確保だ。国際金融
公社［IFC］の金融機関グループ気候ファイナンス担当アジア・リード Pushkaka 
Lakshmi Ratan 氏によると、資金調達メカニズムの整備では、ブレンド・ファイナ
ンスの役割だけでなく、頑健なアカウンタビリティ［説明責任］の重要性にも目を
向ける必要がある。また Plastic Solutions Fund のエグゼクティブ・ディレクター 
Nicky Davies は、プラスチック条約を通じ、廃棄物処理の優先順位原則［waste 
hierarchy］に沿ったメカニズム（つまりリユースへリサイクルよりも大きなインセ
ンティブを提供し、使い捨てプラスチックの使用を抑制するようなメカニズム）を
構築すべきだという見方を示している。

会場の参加者は、この問題に特化した多国間ファンドの設立が官民セクターから
の資金流入を後押しするという見方で概ね一致している。ただし資金ニーズの緊急
性・内容は国によって大きく異なる。グローバルサウスには資金を迅速かつ優先的
に提供し、それと併行して資金支援メカニズムの構築を長期的に進めるというアプ
ローチが望ましい。多国間ファンドは銀行融資の困難な活動に特化し、民間投資と
の競合を避けるべきだ。また条約締結に向け、目標の規模、融資可能性の差などを
考慮に入れて資金支援の規模を評価し、民間投資の流入促進策を特定するためのシ
ナリオ分析を進める必要があるだろう。



16 17Global Plastics Summit：概要と主要な論点

INC-３における主要な定義・原則・適用
範囲の合意形成と、条約締結に向けた野心
的な作業プログラムの遂行

ミンダルー財団のプラスチック・イニシアティブ統括ディレクター Marcus Gover
氏は、「ゼロドラフトは効果的な選択肢を提示しており、我々はその中から最適解を
選ぶ必要がある。拘束力を伴う世界規模の目標を条約によって確立できれば、プラ
スチック危機へ迅速に対処できるだろう」という見方を示している。

しかし付属文書に詳細な規定が盛り込まれていないことは懸念材料だ。本会議
では、この現状が野心的条約の実現を阻みかねないと憂慮する参加者が多く見ら
れた。この問題を解消するためには、中間期を通じて意欲的な作業プログラムを進
める必要がある。ポーツマス大学の海洋政策・経済学部教授でグローバル・プラス
チック政策センターのディレクターを務める Steve Fletcher 氏によると、ゼロド
ラフトに条約の基本原則が記載されていないことも問題だ。条約に基本原則を盛り
込むことで、一貫性が高く包括的な条約の施行を後押しできるだろう。

モントレーベイ水族館の Margaret Spring 氏も、条約の目標達成に不可欠な基準
や定義、付属文書の一部が未だ明確化されていないことを懸念している。ゼロドラ
フトや INC 事務局はこうした “定義の空白” を埋めるための道筋を示せていないと
いう。事務局と代表団は条約締結までの交渉期間を通じ、課題解消へ優先的に取り
組む必要がある。

“   現実的・実践的アプローチと高い志は　　　
両立できるものだ  ”

政府間交渉委員会
共同議長
Luis Vayas Valdivieso
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Environmental Investigation Agency の Christina Dixon 氏によると、拘束力
を伴う目標は「誰もが重要性を認識しながら、口に出すのを避けている問題」だ。
INC-3 では数値目標に関する議論が必要だが、ゼロドラフトの “改善点” は、条約に
よって生じる義務遂行の仕組みや締約国会議［COP］の役割に関する情報不足など、

（根本レベルというより）技術レベルの問題だ。一部の参加者からは、こうした詳細
規定の策定作業を条約批准後に COP が担うべきという意見も聞かれた。チリ代表の
Gozalo Guaiquil 氏は、COP・SPI の仕組み作りが交渉担当者の優先事項だという
考えを示している。

2024 年末（条約締結の目標期限）までに合意形成が必要な優先事項に関しては、
参加者の意見が大きく分かれている。締結後のプロセスに関する取り決めを重視す
る参加者がいる一方、理念・目標などの基本事項に関する合意を優先する参加者も
多く見られた。

メキシコ外務省 国際部長で気候変動・生物多様性の主席交渉担当者も務める
Camila Zepeda 氏によると、合意形成を重視すれば条約の実効性が弱まりかねない
が、国単位の利害に固執すれば主要国の交渉離脱や条約批准拒否につながる恐れが
ある。「条約の適用範囲に関しては、特に議論が白熱する可能性が高い」という。

Eunomia Research and Consulting の 会 長 Joe Papineschi 氏 は、 実 施 ま で
の期限を延長する、あるいは一部の取り組みを任意にするといった妥協案の可能性
を指摘する。こうしたシナリオが実現すれば、条約に意欲的な国々が施策を包括的
に実施するため、プラスチックの世界的需要を少なくとも部分的に削減可能だろう。
生産国全てが減産に同意する見込みは低いというのが同氏の見方だ。

しかし、政府間交渉委員会 共同議長で在英エクアドル大使を務める Luis Vayas 
Valdivieso 氏が指摘するように、「現実的・実践的アプローチと高い志は両立できる
ものだ。」閉会までに新たな草案（第一草稿）を作成し、INC-4 開催（2024 年５月）
までの中間期を通じた野心的な作業プログラムを実現できれば、INC-3 は成功と見
なされるというのが同氏の見解だ。 
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“重要なのはとにかく
行動を起こすことだ   ”
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